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消費生活協同組合等指導育成事業費補助要綱  

 

（趣旨）  

第１条  県は、消費生活協同組合の健全な育成を図るため、県下各消

費生活協同組合の連合組織である埼玉県生活協同組合連合会 (以下

「連合会」という。）が行う事業活動に要する経費に対し、当該年度

の予算の範囲内において補助金を交付する。  

２  前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続等に関す  

る規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に

定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。  

（補助対象事業）  

第２条  連合会が行う次に掲げる事業であって 、その対象経費は別  

表に定めるものとする。  

（１）役員研修事業  

（２）組合員職員研修事業  

（補助額）  

第３条  前条の事業に対する補助額は、前条各号の事業に要する経  

費の、それぞれ２分の１以内において知事の定める額とする。  

（申請書の様式等）  

第４条  規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおり  

とする。  

２  前項の申請書の提出時期は、毎会計年度定めるものとし、補助金

の交付の申請をしようとする者に対し通知するものとする。  

 （添付資料）  

第５条  規則第４条第２項第１号及び第２号 掲げる事項に係る書類

の添付は要しない。  

 （交付決定通知書の様式）  

第６条  規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとお  

りとする。  

（実績報告書の様式等）  

第７条  規則第１３条の実績報告書の様式は、様式第３号のとおりと

し、その提出期限は補助事業の完了した日から３０日を経過した日

又は当該年度の３月２０日のいずれか早い日とする。  
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（補助金の額の確定通知の様式）  

第８条  規則第１４条の通知の様式は、様式第４号のとおりとする。 

（書類の整備等）  

第９条  連合会は、補助事業に係る収入及び支出等についての証拠書

類を整備し、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会計年

度から、５年間保存しなければならない。  

   附  則  

 この要網は、令和３年４月１日から適用する。  
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別  表  

補  助  対  象  経  費  

対象事業  

対象経費  

役   員  

研修事業  

組合員職員  

研修事業  
備    考  

 

報 償 費 

 

旅 費 

 

（ 費 用 弁 償 ） 

 

需 用 費 

 

（ 消 耗 品 費 ） 

 

（印刷製本費 ） 

 

 

役 務 費 

 

（通信運搬費 ） 

 

 

使用料及び賃借料 

 

 

 

 

 

○  

 

 

 

○  

 

 

 

○  

 

○  

 

 

 

 

○  

 

 

○  

 

○  

 

 

 

○  

 

 

 

○  

 

○  

 

 

 

 

○  

 

 

○  

 

講師謝金  

 

 

 

 講師交通費  

 

 

 

研修用消耗品  

 

研修会資料  

 

 

 

 

 研修会開催通知等の  

 郵送料  

 

会場等の借上げ  

 

注  各事業の対象経費は、当該事業欄の○印のものとする。  

  



 - 4 - 

様式第１号  

消費生活協同組合等指導育成事業費補助金交付申請書  

 

令和   年   月   日  

 

（あて先）  

 埼玉県知事  

 

所 在 地 

団 体 名 

             代 表 者 氏 名 

 

 下記により、消費生活協同組合等指導育成事業費補助金の交付を受

けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により、

関係書類を添えて申請します。  

 

記  

 

１  補助金交付申請額  金         円  

   内訳  (１ ) 役員研修事業      金         円  

      (２ ) 組合員職員研修事業   金         円  

 

２  補助事業の目的及び内容  

(１ )  役員の研修  

(２ )  組合員及び職員の研修  

 

３  補助事業の実施期間  

  令和   年   月   日から令和   年   月   日まで  

 

４  補助事業の計画   別紙のとおり  
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別  紙  

補  助  事  業  の  計  画  

 

１  事業計画書  

 

（１）  役員研修計画  

実 施 事 業 名 
時  期 

（ 月 日 ） 

場  所 

（ 会 場 ） 

対 象 人 員 

（参加人員） 

事 業 費 事 業 費 の

内訳等  

 

１  役員研修会  

 

 

 

 

 

 

      円  

 

 

 

（２）  組合員職員研修計画  

実 施 事 業 名 
時  期 

（ 月 日 ） 

場  所 

（ 会 場 ） 

対 象 人 員 

（参加人員） 

事 業 費 事 業 費 の

内訳等  

 

１  組合員職員  

  研修会  

 

 

 

 

 

 

      円  
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２  収支予算書  

 

（１）  役員研修事業  

分     類  予 算 額 
積 算 基 礎 

県 補 助 金 そ の 他 

収  

 

 

入  

 

会 費 

 

県 補 助 金 

 

そ の 他 

 

 計   

 

円      円   

支  

 

 

 

 

出  

 

報 償 費 

 

旅 費 

 

（ 費 用 弁 償 ） 

 

需 用 費 

 

（ 印 刷 製 本 費 ） 

 

（ 消 耗 品 費 ） 

 

 役 務 費 

 

（ 通 信 運 搬 費 ） 

 

 使用料及び賃借料  

 

 計   
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（２）  組合員職員研修事業  

分     類  予算額  
積算基礎  

県補助金  その他  

収  

 

 

 

入  

 

会 費 

 

県 補 助 金 

 

そ の 他 

 

 計   

 

円  円   

支  

 

 

 

 

 

出  

 

報 償 費 

 

旅 費 

 

（ 費 用 弁 償 ） 

 

需 用 費 

 

（ 印 刷 製 本 費 ） 

 

（ 消 耗 品 費 ） 

 

 役 務 費 

 

（ 通 信 運 搬 費 ） 

 

 使用料及び賃借料  

 

 計   
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様式第２号  

消費生活協同組合等指導育成事業費補助金交付決定通知書  

 

 

第         号  

令和   年    月    日  

 

 

          様  

 

 

埼玉県知事  

 

 

 令和   年   月   日付けで申請のあ った消費生活協同組合等

指導育成事業費補助金については、下記のとおり交付する。  

 

記  

 

１  交 付 金 額 金         円  

   内訳  (１ ) 役員研修事業     金        円  

      (２ ) 組合員職員事業    金        円  

 

２  支 払 方 法   概算払いとする。  

 

３  条  件 

(１ )  補助金を他の用途に使用しないこと。  

(２ )  補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の  

遂行が困難となった場合は、知事に報告してその指示を受け  

ること。   
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様式第３号  

消費生活協同組合等指導育成事業費補助事業実績報告書  

 

 

令和   年   月   日  

 

（あて先）  

 埼玉県知事  

 

 

所 在 地 

団 体 名 

             代 表 者 氏 名 

 

 令和   年   月   日付け第    号で補助金の交付決定の通

知を受けた補助事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する  

規則第１３条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告しま

す。  

 

記  

 

１  補助事業の名称  

 

２  補助事業に要した経費  金        円  

      （交付決定額  金        円）  

 

３  補助事業の成果    別紙 (１ )のとおり  

 

４  補助事業に要した経費の精算に関する事項  

   別紙 (２ )・ (３ )のとおり  
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別紙  (１ ) 

消費生活協同組合等指導育成事業費補助事業  

      事業別成果表  

 

１  事 業 名 

 

２  実 施 概 要 

(１ )  日時及び場所  

 

 

 

(２ )  対象及び参加人員  

 

 

 

(３ )  テーマ及び講師  

 

 

 

(４ )  概要  

 

 

 

３  効 果 

 

 

 

 

（注） 県連会報及び同情報の発行事業については、２の (１ )から (３ )  

   の記載は要しない。ただし、一連の当該発行済印刷物を添付  

   のこと。  
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別紙  (２ ) 

消費生活協同組合等指導育成事業費補助金精算書  

（役員研修事業）  

令和   年   月   日  

 分      類  
予 算 額 

(A) 

決 算 額 

(B) 

(A)と (B)

との 比較

増△減  

摘 要 

収  

 

 

 

入  

 

会 費 

 

県 補 助 金 

 

そ の 他 

 

 計   

 

円  円  円   

支  

 

 

 

 

 

 

 

出  

 

報 償 費 

 

旅 費 

 

（ 費 用 弁 償 ） 

 

需 用 費 

 

（ 消 耗 品 費 ） 

 

（ 印 刷 製 本 費 ） 

 

役 務 費 

 

（ 通 信 運 搬 費 ） 

 

使用料及び賃借料  

 

 計   
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別紙  (３ ) 

消費生活協同組合等指導育成事業費補助金精算書  

（組合員職員研修事業）  

令和   年   月   日から  

令和   年   月   日まで  

 分      類  
予 算 額 

(A) 

決 算 額 

(B) 

(A)と (B)

との 比較

増△減  

摘 要 

収  

 

 

 

入  

 

会 費 

 

県 補 助 金 

 

そ の 他 

 

 計   

 

円  円  円   

支  

 

 

 

 

 

 

出  

 

報 償 費 

 

旅 費 

 

（ 費 用 弁 償 ） 

 

需 用 費 

 

（ 消 耗 品 費 ） 

 

（ 印 刷 製 本 費 ） 

 

役 務 費 

 

（ 通 信 運 搬 費 ） 

 

使用料及び賃借料  

 

 計   
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様式第４号  

消費生活協同組合等指導育成事業費補助事業確定通知書  

第      号  

令和   年   月   日  

 

 

              様  

 

 

                 埼玉県知事  

 

 

 令和   年   月   日付け   第      号で交付決定をし

た令和   年度埼玉県生活協同組合連合会活動促進費補助事業につ

いては、令和   年   月   日付けで提出のあった実績報告書に基

づき、下記のとおり確定したので、補助金等の交付手続きに関する規

則第１４条の規定により通知します。  

 

記  

 

１  確定額   金      円  


